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中間評価票 

（平成 26 年 8 月現在） 

１．課題名 創薬等支援技術基盤プラットフォーム事業 

（創薬等ライフサイエンス研究支援基盤事業） 

２．評価結果 

（１）課題の進捗状況 

○事業の概要 

創薬等支援技術基盤プラットフォーム事業（以下「本事業」という。）は、「タンパ

ク 3000 プロジェクト」、「ターゲットタンパク研究プログラム」などから生み出された成

果や整備された施設・設備を創薬等ライフサイエンス研究を行う研究者が広く共同利用

する体制を整備することにより、創薬・医療技術開発支援の強化を図ることを目的とし

て、平成 24 年度から 5カ年計画で開始された。 

本事業は「解析拠点」「制御拠点」「情報拠点」の 3つの拠点から構成されている。 

「解析拠点」では、タンパク質の構造解析に供する試料の調整、タンパク質の立体構

造解析、計算科学を活用したバイオインフォマティクス等に関する技術や施設・設備を

外部の研究者に提供し、タンパク質の立体構造解析研究を支援する。 

「制御拠点」では、化合物ライブラリーとそのスクリーニング技術、並びに解析に必

要な施設及び設備等を外部研究者に提供し、創薬シーズの探索、得られたシーズ化合物

の最適化を支援する。一方、化合物ライブラリーの拡充、新規骨格の構築等の合成技術

の高度化を推進し、これらを一貫して外部研究者に提供することにより創薬開発の飛躍

的発展を支援する。 

「情報拠点」では、これまでの関連するプロジェクトによって構築されたデータベー

スやソフトウェアを管理・運用し、内容の拡充や高度化を行い外部の研究者が求めるデ

ータベースやソフトウェア等の開発を行い、全体として外部研究者による情報、データ

ベースの活用を支援する。 

これらの拠点がそれぞれの特色を生かした研究者への支援を実施することにより、生

命科学の進展と創薬等への応用を目指している。 

○進捗状況及び評価 

解析拠点、制御拠点、情報拠点の運営体制が整備され、支援実績の増加、著名な雑誌

へ論文の掲載、特許につながるような成果も数多く創出され、事業全体としては高く評

価できる。引き続き PD・PO のマネジメントのもと、各拠点の活動を活性化しつつ、支援

実績の拡大、高度化開発を進めて、我が国全体のライフサイエンス研究者や製薬企業等

の活動を支える必要不可欠な基盤となることが求められる。そのためには、制御拠点で

は特許に関わる多くの成果も出てきていることから、事業全体としての特許戦略を定め、

創薬・医薬技術シーズを着実に医薬品等へ結び付ける重点テーマに資源を集中させるな

どの方策を検討し、本事業のより効率的な運営を実現して頂きたい。 

また、生命科学、創薬研究の分野は進展が早く、既存の体制だけでは対応できない問

題も生じつつあることから、事業内の複数課題の連携を積極的に強め、従来にはない組

合せによる支援体制を構築し、世界的にもユニークな成果を創出するよう体制強化に取

組むことが期待される。 

これらの内容を総合的に踏まえるならば、本事業の進捗及び得られた成果は優れてお

り、次年度以降も引き続き実施することが適当であると評価できる。 
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（２）各観点の再評価と今後の研究開発の方向性 

○各観点の再評価 

3 拠点（解析、制御、情報）を整備し、各拠点での支援実績の増加と高度化において、

特筆すべき成果が出てきており、全体として順調に進捗している。 

事前評価で求められた創薬・医療技術につなげる支援基盤を構築し、効果的に外部へ

の共用を積極的に行い成果の創出につなげることについては、十分な進捗が認められる。 

今後は、より支援基盤としての機能を向上させるため、3拠点の連携をより強化し、

既存の体制に満足することなく、より統合的な支援が実施できる体制の整備に取り組む

ことが期待される。特に情報拠点には、情報の発信・共有、提供だけでなく、解析拠点

や制御拠点の活動が活性化するための取組等を強化することが望まれる。 

○運営体制 

本事業は、支援課題の選定や拠点の運営などについて、適切な会議体を設置し、会議

での審議状況などについて情報共有を行うことや、全ての実施者が一堂に会する全体交

流会や日々の打合せ等を通じて情報交換や共同研究等を積極的に進めており、適切なマ

ネジメントのもと事業が実施されていると判断される。 

○今後の展望 

3 拠点の整備は進み本事業の目的である「支援」と「高度化」は順調に進んでいる。

本事業がさらなる進展を図るためには、タンパク質の立体構造解析結果や創薬支援によ

る化合物スクリーニングの結果を統合するバイオインフォマティクス領域の活用が重要

と考えらえる。従って計算科学と他領域の融合を戦略的に進めること、融合領域を担う

人材育成が望まれる。また、特別重点テーマを選定するなどして、事業としての明確な

ゴールを設定し、それに向けた 3拠点の連携体制を強化することが肝要であり、適確な

連携体制の構築がより大きな成果の創出に繋がると期待される。 

（３）その他 

本事業は、これまで個別に推進されてきた構造解析、創薬開発、情報領域研究を一つ

の事業に統合し、支援と高度化をミッションとすることにより、3領域で個別に蓄積さ

れてきた成果と技術を「ライフサイエンスの振興と創薬、医療技術開発などを目指した

応用研究」へと一気通貫で展開する道を開いた。本事業は、多くの成果が創出され、更

に大きく展開することが期待されている。よって、新しく発足する日本医療研究開発機

構に移管後も、新法人で実施される様々な事業との連携も含めて、一層の充実と長期的

な継続を強く要望する。 
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中間評価票 

 

（平成２７年１月現在） 

１．課題名 生命動態システム科学推進拠点事業 

（創薬等ライフサイエンス研究支援基盤事業） 

２．評価結果 

（１）課題の進捗状況     

○事業の概要 

生命動態システム科学推進拠点事業（以下「本事業」という。）は、創薬・医療技術支

援基盤の強化を図る「創薬等ライフサイエンス研究支援基盤事業」の一環として、ライ

フサイエンス委員会の下に設置された「生命動態システム科学戦略作業部会」の報告書

を踏まえ、平成 24 年度より開始された事業である。 

本事業は、 

① 計測で得られたデータから数理科学的手法(数学、統計学、計算機科学等を含む)を用

いて生命現象を理解し、in vitro、in silico、in vivo での再構成系を構築する「生

命動態システム科学」の研究手法を活用して、生命現象を動的なシステムとして理解

する方法論の開発と実証を行うこと、 

② 数理科学的手法と生命科学の融合研究の発展のため、人材育成や融合人材の常勤ポス

トの設置等を行う恒久的な拠点が整備されること、 

③ 「生命動態システム科学」の手法を創薬開発等に応用する道筋を示すこと、 

を目的としている。 

 

○進捗状況及び評価 

事業全体の進捗状況として、順調に進展していると評価できる。本事業の目標である、

生命現象を動的なシステムとして理解する方法論の実証とその応用に向け、各拠点で計

測と理論・計算の連携を積極的に進めており、拠点としての体制が整備されたと評価で

きる。個々の研究からは十分に成果が挙がっていると評価できる。一部、融合研究とし

ては成果に乏しい拠点もあるが、当該分野の発展には時間が要することが見込まれるた

め、長い目で見た評価が必要である。今後は、融合分野だからこそ可能な取組から特筆

すべき成果が創出されることが期待される。人材育成の観点では、融合研究を経験した

若手人材の育成が期待されるところであり、多くの拠点で工夫がなされていると評価で

きる。今後の「生命動態システム科学」の更なる発展を見据え、４拠点の代表研究者及

び有識者で構成される合同推進委員会において今後の推進方策等についての提言をまと

めるとともに、シンポジウムの開催等を通じて、拠点内外の有機的連携がより図られる

ことが求められる。 

 

（２）各観点の再評価と今後の研究開発の方向性 

今後は、我が国における「生命動態システム科学推進拠点」の位置付けを明確にして、

それらが有機的に結びついて発展することが望まれる。また、将来、生命科学と数理科

学の融合について、ごく自然に取り入れられるような状況になり、そのような中から新

しい概念が生まれて、医学・生物学の新機軸が築かれることが期待される。そのために
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は、当該分野の長期的な発展が必須であり、我が国の「生命動態システム科学」の推進

に向けてどのような拠点や人材が必要なのか、合同推進委員会等による議論も踏まえ、

戦略的に進めることが肝要である。また、本事業の拠点間のみならず、独立行政法人理

化学研究所 生命システム研究センター（QBiC）や独立行政法人科学技術振興機構の戦

略的創造研究推進事業における生命動態関連の CREST やさきがけの研究者との更なる連

携や人材の交流も望まれる。特に、平成２７年４月に発足する日本医療研究開発機構に

移管する予定ではあるが、本事業の趣旨に鑑み、異分野融合研究や人材育成を長期的な

視点で推進するとともに、新法人で実施される様々な事業との連携も求められる。 

国際的に見ると、生命科学と数理科学の境界領域に研究資金を重点的に投資し、研究

や教育の場を確保することについて、我が国はまだまだ遅れている。本事業は我が国で

の現状を改善するうえで大きな効果が見込まれるため、今後とも支援を続け、「生命動態

システム科学」としての研究開発及び人材養成に資する恒久的な組織を大学内に設置す

る契機にしなければならない。 

研究面では、今後「生命動態システム科学」の方法論を生命科学・医療等のより広い

領域に展開する必要がある。拠点ごとに取組に違いはあるが、全体的に推進を強化して

いくことが望ましい。例えば、細胞生物学的にミクロの視点を取り入れる等の研究領域

を広げる取組や拠点間の連携等から新たな成果が創出されることが期待される。また、

「生命動態システム科学」の社会的認知を進める取組も必要である。そのためには今ま

でにない真のブレークスルーが必要であり、融合分野でないとできない出口を見据える

ことが重要である。 

当該分野、特に実験系研究者と対話可能な理論・計算生物学の研究者は既に生命科学

の各分野で必要とされており、需要が高まっている。各拠点ともに人材育成に重点をお

いて進めており、これらの人材は今後の生命科学研究の中核となり得る。一方、本分野

の長期的な発展と出口（産業）市場が整わなくては育成した人材が他分野に流出してし

まうことが懸念されるため、アカデミア側での受け入れ体制も含め、本分野の人材のキ

ャリアパスの整備や本分野の評価体制の検討を行い、長期的な体制で人材育成を進めて

いくことが望まれる。 

 

（３）その他 
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中間評価票 

 

（平成 26 年 8 月現在） 

１．課題名 橋渡し研究加速ネットワークプログラム 

２．評価結果 

（１）課題の進捗状況      

○ 事業の概要 

画期的な医薬品・医療機器等を効率的・効果的に国民へ還元することを目指し、大学等

発の有望な基礎研究成果の臨床研究・治験への橋渡しをさらに加速するため、全国７ヶ所

の橋渡し研究支援拠点のシーズ育成能力を強化するとともに、恒久的な橋渡し研究支援拠

点を確立させることを目的としている。 

平成 26 年度からは、国際水準の質の高い臨床研究・治験の実施環境の整備を行う厚生労

働省「臨床研究中核病院整備事業」等との一体的な運営により、基礎研究段階から実用化

までの一貫した支援を行い、我が国発の革新的な医薬品、医療機器等を更に創出する体制

を構築することを目指している。さらに平成 27 年度からは、文部科学省、厚生労働省それ

ぞれから支援していた拠点の基盤整備費や研究費が、日本医療研究開発機構から一体的に

配分され、さらに一体化が進められる予定となっている。 

 

○ 進捗状況及び評価 

本プログラムの中間時点における成果は、優れた水準に達している。拠点としての基盤

的な整備は、前期プログラムにおいて概ね整備されたが、更なる進捗が認められ、ほぼ完

了した。シーズ探索・育成能力については、本プログラムの目標である各拠点あたり医師

主導治験開始 3 件を一部の拠点で既に達成するとともに、保険適用等の実用化に至ったシ

ーズがあるなど、確実に向上している。他学部を含めた全学的なシーズ発掘や、拠点以外

の大学等への訪問やネットワーク構築による積極的なシーズ探索の仕組みの構築により、

拠点の支援シーズの質、量ともに向上しており、拠点外シーズも増えつつある。また、産

業界とのシーズ・ニーズマッチングシステムの運用や、企業を医療現場へ受入れることに

よる新規シーズ創出促進の取組など、企業との連携も進みつつある。 

CPC（細胞調製施設）等の業務受託やオープンラボスペースの活用、あるいは企業へのラ

イセンスアウト等により、自己収入の確保や人員の定員化に進捗が認められ、恒久的な拠

点を確立する基盤はできつつある。 

ネットワークの構築については、各拠点協働での被験者リクルートの促進、拠点間での

相互モニタリングの実施、拠点間での CPC の共同利用や設備・人材等の共有といった取組

に進捗が認められ、すでに複数のシーズでネットワークを活用した開発促進が図られてい

る。また、各拠点を中心とした地域連携等のネットワークも構築されている。 

 プログラムディレクター、プログラムオフィサー、サポート機関の連携により進捗管理

が行われ、各拠点の代表者から構成される運営連絡会において、ノウハウや各拠点の活動、

進捗状況等について情報共有が図られるなど、プログラムの運営についても適切であった

と評価できる。 
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（２）各観点の再評価と今後の研究開発の方向性 

○ 各観点の再評価 

 本年 7 月に閣議決定された「健康・医療戦略」において、大学などの研究機関で実施さ

れる基礎研究の成果を円滑に実用化へつなげることが重要である旨記載されるなど、政府

の方針として医療分野の研究開発の一貫した推進が掲げられており、本プログラムの「必

要性」はますます高まっている。 

 各拠点が支援するシーズ数が平成 24 年度 200 件から平成 26 年度 349 件と急増するとと

もに、当初目標の医師主導治験開始 3 件を既に達成する拠点もあり、また既に保険適用等

の実用化に至ったシーズがあるなど、事前評価における「有効性」について適正な進捗が

認められるとともに、今後も多方面からの一層の努力が必要である。 

 基礎研究の臨床段階へのシームレスな橋渡し、ネットワーク化、厚生労働省事業との一

体化等の「効率性」について、進捗が認められるが、さらに、「拠点外シーズの支援促進」

や「プロジェクトマネジメントの強化」の観点も追加すべきと考えられる。 

 

○ 今後の研究開発の方向性 

全ての実施課題において、中間時点における進捗状況及び成果は優れていると認められ、

日本医療研究開発機構へ移管後も、継続して実施すべきと考えられるが、今後以下の点に

ついてさらに推進すべきである。 

① オールジャパンの支援拠点としての体制構築 

  各拠点及び事業運営上の取組により、拠点外の大学等からのシーズに対する支援も増

えつつあるが、さらに積極的に全国的なシーズの探索・支援を推進するための拠点の充

実や事業運営が望まれる。また、これまで整備してきた拠点間・拠点内のネットワーク

を強化し、症例確保やリソース共有等を促進することにより、開発の加速とともに企業

との共同研究や拠点の自立化の推進にもつながると考える。また、各拠点のさらなる特

色化・高度化を図るとともに、拠点間のみならず拠点外の機関とも連携を強めて互いの

機能を補完するなど、それぞれの施設の既存の特長、強みを利用することが必要である。 

② プロジェクトマネジメントの徹底 

  拠点としての基盤的な整備はほぼ完了し、成果が認められるが、急増するシーズに対

応し、さらに効率的・効果的に成果を創出するため、シーズ選定・評価等の手法を確立

することが望まれる。 

③ 臨床研究の質の向上 

  今般、我が国における臨床研究の質の向上が重要課題となっているとともに、本プロ

グラムは厚生労働省「臨床研究中核病院整備事業」等と一体的に運営し、国際水準の質

の高い臨床研究・治験を実施・支援する体制の整備も目指すことから、臨床研究に関す

る情報公開、監査、モニタリング、利益相反管理、研究倫理教育、研究開発現場におけ

るコンプライアンス遵守への取組等をさらに推進することが求められる。 

④ イノベーションの創出 

  イノベーション創出に必要なシーズの目利きを行う人材、プロジェクトマネジメント

を行う人材等の育成やキャリアパスの確立に向けた取組を、海外の成功事例等も取り入

れながら、強力に推進して欲しい。また、従来製品の価値を破壊するかもしれない全く

新しい価値を生み出す破壊的イノベーション（Disruptive innovation）の考え方を医薬

品・医療機器等の開発にも取り入れて、イノベーションの創出を推進すべきである。 

（３）その他 
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中間評価票 

 

（平成 26 年 8 月現在） 

１．課題名 ナショナルバイオリソースプロジェクト 

２．評価結果 

 （１）課題の進捗状況      

○事業の概要 

 ナショナルバイオリソースプロジェクト（以下、「NBRP」という。）は、ライフサイエン

ス研究を支える基盤として、国として戦略的に整備することが重要な実験動植物などのバ

イオリソースについて収集・保存・提供を行っている。また、保存技術等の技術開発やゲ

ノム等解析によるバイオリソースの付加価値向上により、時代の要請に応えたバイオリソ

ースの整備を行うとともに、バイオリソースの所在情報等を提供する情報センター機能を

強化している。 

○研究体制 

本プロジェクトの推進にあたっては、推進委員会を設置し、各実施機関などとの間で

PDCA サイクルを実施し、プロジェクト全体の推進方針の策定、普及活動の企画立案を行っ

ている。各リソースにおいてもコミュニティに対する積極的な広報活動が行われている。 

○進捗状況及び評価 

中核的拠点整備プログラムは、第３期（平成 24 年度～）では新たに３種類を加えた 29

種のバイオリソースで進められている。多様な生物種を戦略的に保存し、収集したバイオ

リソースの品質管理、情報提供の充実等にも、積極的に取り組んでいる。また、海外への

提供も順調であり、海外の大規模な研究機関からの寄託例も散見されるなど、第３期に入

り、NBRP がその地位を確立し、世界的な評価を得ている。こうした取組により、29 種のう

ち 12 種で優れた水準に達した成果が得られるなど、多くのリソースで順調な進展が見られ

る。特に、マウスやラットについては世界最大規模を誇る系統の保有と多型・ゲノム情報

を整備し、ショウジョウバエについては、米国 BDSC と並び二大ストックセンターの役割を

担うなど国際的な視野に立った運営体制を構築している。さらに、東日本大震災を契機と

して、リソース保存技術の向上やリスク管理を含めたリソースのバックアップ体制の整備

が進められている。一方で、実験生物としてまだ比較的日の浅いバイオリソースや、リソ

ースとしての特徴を完全に生かしきれていないリソースについては、今後、利用者の拡大

を図るなど、一層の取組が必要である。 

「情報センター整備プログラム」については、中核機関との連携により、ユーザーの使

い勝手の良いデータベース等の構築・公開が適切かつ順調に進められ、NBRP の成果を国内

外へ効果的に発信しており、優れた水準に達していると評価できる。「ゲノム情報等整備プ

ログラム」等との連携を更に深め、ユーザビリティの向上や国際連携の強化により、世界

をリードする基盤になることが期待できる。 

「基盤技術整備プログラム」については、主として動物種の凍結保存技術などで、一定

の新たな要素技術の開発が進捗しており、十分な水準に達していると評価できる。直ちに

実用化可能な段階にある成果は、中核拠点等にできる限り早期に技術移転することが望ま

れる。 
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「ゲノム情報等整備プログラム」については、全体として、ゲノム情報整備が目標通り

に進められるなど、レベルの高いリソース情報が構築されており、今期は病原微生物や一

般微生物などに大きな進展が見られていることから、十分な水準に達していると評価でき

る。今後はゲノム編集技術の進展に伴い、更に重要性を増すことが考えられる。 

以上を総合的に判断すると、プロジェクト全体としては、順調に整備されており、総体

的に、本事業で得られた成果は、優れた水準に達していると評価できる。 

（２）各観点の再評価と今後の研究開発の方向性 

本事業は、高度なレベルでバイオリソースの整備が実施されており、「医療分野研究開発

推進計画」（平成 26 年 7 月 22 日 健康・医療戦略推進本部決定）においても、我が国の研

究基盤として重要な施策として位置付けられており、今後とも安定的かつ継続的な事業実

施を期待する。しかしながら、事業の進展のために、各バイオリソースの状況を踏まえ、

費用対効果の観点から予算配分の見直しや外部資金の獲得なども望まれる。 

バイオリソースの種類や量とともにリソースの質の確保は極めて重要であり、品質管理

技術の不断の向上と品質管理体制の充実が求められている。また、個々の生物種の研究進

捗状況、研究のトレンドを考慮しつつ、更なるリソース整備も必要である。 

目標の設定に当たっては、リソースの特性やコミュニティの規模が異なるため、課題ご

とに多様化させることも必要である。 

中核機関と分担機関により事業を進めている課題については、常により効率的な事業の

発展を視野に入れ、分担課題、方法などを再検討していくことも大切である。 

また、NBRP を円滑に進め、更に発展させていくためには、リソースの運営に中心的な役

割を担う人材の確保や若手研究者の育成を行うとともに、横の連携を図り、個々のプログ

ラムの抱える問題点やその解決法などを共有化することも必要である。 

また、本事業は、新たに発足する日本医療研究開発機構に移管される予定であり、幅広

いライフサイエンス研究を支える基盤であることにも配慮しつつ、同機構で実施される

様々な事業との連携も必要である。 

 （３）その他 

 中心的人材の定年退職等により、他大学にリソースを移すという状況も生じてきている。

大学等においては、NBRP で事業を行っている責任・義務を認識し、かつ NBRP による予算

のみで全てを賄うことは不可能であることを理解した上で、各機関内でのバイオリソース

事業に関するサポートや評価をより一層高める努力を行い、継続的・発展的な事業展開を

可能にしていく必要がある。 

リソースの品質管理については、提供機関で品質検査等を実施しても、限られた予算と

人材では、誤提供を皆無にすることは困難であることに留意しつつ、より効果的な再発防

止策を講じていく必要がある。併せて、NBRP 全体として、リソースが常に完全性を備えて

いるものではないことを利用者に周知するとともに、リソース寄託者や研究コミュニティ

に対して正確な情報提供の必要性と重要性を要請、啓発することも重要である。 

 さらに、マウス、ラット、メダカ、ヒト・動物細胞などにおいて、CRISPR/Cas9 システ

ムによるゲノム編集技術が積極的に取り入れられており、遺伝子ノックアウトを中心に、

今後、更に利用される可能性がある。特にマウス、ラットでは遺伝子改変動物の作製が飛

躍的に増加することが考えられ、リソース機関もそのための対応を検討する必要がある。 

 

 


